高校生の政治参加能力形成とシティズンシップ教育 : 神奈川県立高校におけるシチズンシップ教育を事例に by 矢吹 芳洋
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この提言を受け、神奈川県教委は、2006 年 12 月に深沢高校、相模原高校、横浜平沼高校、
厚木高校、相模原総合高校の 5 校で構成するシチズンシップ教育推進のためのカリキュラム開
発を行う「シチズンシップ教育に関する研究会」を設置し、シチズンシップ教育についての研
究が本格的に開始する。ここではとくに、2007 年 7 月の参議院議員通常選挙に合わせて試験
的に実施される模擬投票の方策が検討された（2）。 
一方、県教委は、文部科学省「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議」に
よる「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議報告書」（2004 年 1 月 28 日）
を受け、「かながわキャリア教育実践推進プラン－県立高校におけるキャリア教育の取組－」を
策定し、2005 年度から 2007 年度までの 3 年間、県立高校でキャリア教育推進事業の取り組む
ことを決定する（3）。さらに県教委は、2007 年 3 月に 2008 年度から全県立高校でのキャリア












どが取り組まれた（5）。神奈川県では、1999 年 11 月に「県立高校改革推進新計画」を策定し高


















したこと、また 2010 年 7 月に全県立高校で模擬投票を実施し、2011 年度からシチズンシップ
教育を本格実施することを発表した。 
























年度研究）」平成 24 年 3 月 94 頁 
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平成 20 年度からの全県立高校における展開に向けて―」平成 19 年 4 月 17 頁 
（5）神奈川県立総合教育センターホームページ http//www.edu-ctr.pref.kanagawa.jp/ 
（6）前掲注(1)86 頁 
（7）同上 85 頁 
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（10）同 90 頁 
（11）神奈川県教育委員会教育局教育指導部高校教育企画課「シチズンシップ教育 指導用参考資料」
平成 23 年 2 月 1 頁 





されたものであった。中でも 2007 年 7 月に試験的に実施され、その後 2010 年から参議院議








1982 年に大学卒業後、政治家を目指して松下政経塾に入る。その後、塾生のまま 1984 年に
アメリカ合衆国に渡り、ワシントン DC で連邦下院議員のスタッフとして活動する。1885 年に
はメリーランド州司法長官のスタッフとして活動するとともに、米国の地方自治について研究
する（1）。帰国後、1987 年 4 月に行われた神奈川県議会議員に 29 歳で立候補し議員として初当
選を果たす。1993 年には神奈川 2 区より衆議院議員に立候補当選し、その後、衆議院議員を 3
期務める。そして 2003 年に神奈川県知事に立候補して当選する。2007 年に神奈川県知事に再
任され 2 期目に入る。2011 年 3 月東京都知事への立候補を表明するも、当時の石原都知事の









職選挙における投票率が年々下がり続けている。2012 年 12 月の衆議院議員総選挙では投票率
が 59.32％、特に 20 代の投票率が 37.89％である。自分が当選した 2013 年 7 月の参議院議員
通常選挙の投票率は 52.61％で、20 代の投票率が 33.37％にとどまり、平成に入ってからの参
議院議員通常選挙でも 20 代の投票率は常に 30％台と低いままである。地方選挙はさらに酷く、
例えば川崎市長選挙はこれまでおおよそ 36％台であったが、2013 年 10 月の選挙は投票率が約




















まずコスタリカの例を挙げ、4 年に 1 度の大統領選挙では、常に 70％から 80％の高い投票
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（2）松沢しげふみ公式サイト http://www.matuzawa.com/profile/background.html 
（3）参議院第 185 回文教委員会議事録（2013 年 11 月 23 日）1-2 頁 
（4）同上 2-3 頁 
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議員となり、神奈川県の抱える問題点や県の将来像について話し合う。県内の高校生の代表、
主に生徒会代表が参加する。2010 年度は、県立高校生 80 名、横浜市立高校生 6 名、私立高校




















れる。全配当時間は 4 時間である。具体的には、以下のようである。第 1 時に事前学習として、
政治参加の意義、議会制民主主義、議会の仕組みを学習、第 2 時に議案の作成、委員会採択の
ロールプレイのためのシナリオ作成、第 3時に模擬委員会でのロールプレイ、模擬本議会の準備、
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成 23 年 2 月 1 頁 
（3）神奈川県立総合教育センター「＜高等学校＞かながわシチズンシップ教育ガイドブック（平成 23
年度研究）」平成 24 年 3 月 85 頁 
（4）前掲注(2)2 頁 
（5）同上 
（6）同 7 頁 
（7）同 
（8）同 11 頁 
（9）同 35 頁 
（10）同 34-35 頁 
（11）同 30 頁 
（12）川口栄一「神奈川県立湘南台高等学校・良き市民としての自己実現に向けたシチズンシップ教育

















◇「現代社会」における模擬投票の単元構成（全 4 時間） 
・第 1 時…日本の選挙制度と投票の意義、選挙に関する基本原則 
・第 2 時…政党政治、投票率の低下 
・第 3 時…各政党及び候補者の資料収集・分析・まとめ・討議、模擬投票実施上の諸注意 
＊模擬投票 
・第 4 時…模擬投票と実際の投票結果の比較、投票後の自分の意識の変化確認 
上記のように、単元は 4 時間配当で、間に模擬投票が入る。事前学習 3 時間、模擬投票、事

























模擬投票は、これまで参議院議員通常選挙に合わせて 3 回実施された。第 1 回は、2007 年 7
月の選挙に合わせた模擬投票である。これは全県立高校に導入する前に試験的に実施されたも
ので、シチズンシップ実践研究校 4 校で実施された。2 回目は、2010 年 7 月の選挙に合わせて
実施された。これは全県立高校で実施された最初の模擬投票である。これ以降、全県立高校で
実施され、3 回目は 2013 年 7 月の選挙の際に実施された。 
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③模擬投票の方法 
模擬投票は、次のように行われる。2006 年 12 月に発足した神奈川県「シチズンシップ教育















の中で Q&A 形式で示されている。先に触れたように、第 1 回模擬投票の際に示された「留意











































































て実施するため、3 年に 1 度と極めて限られたものになってしまう。これでは 3 年に 1 度の単
なるイベントになる恐れもある。こうした状況をなくすためには、統一地方選挙の活用も検討
すべきである。統一地方選挙は、4 年に 1 度、多くは閏年の前年に実施される。全国の地方公
共団体の長及び議会議員の選挙の日程を統一して行われることから統一地方選挙と呼ばれる。
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 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 
参院 
（7 月） 
◎   ◎   ◎   ◎   ◎ 
知事・議会 
（4 月） 
●    ●    ●    ● 
市議会議員 
（4 月） 
○    ○    ○    ○ 
市長 
（8 月） 




今後の直近の選挙では、神奈川県知事選挙が 2015 年 4 月 22 日、神奈川県議会議員選挙と横
浜市議会議員選挙 2015 年 4 月 29 日、そして横浜市長選挙が 2017 年 8 月 29 日に予定されて
いる。参議院議員通常選挙と重なる時期もあるが、2016 年 7 月に予定される参議院議員通常
選挙を挟んで、2015 年 4 月の県知事・県議会議員・市議会議員選挙、そして 2017 年の横浜市
長選挙が活用可能である。神奈川県知事の予定が 4 月 22 日、神奈川県議会議員と横浜市議会






成 23 年 2 月 11 頁 
（2）同上 30 頁 
（3）「政治・経済」では、これにまとめたものを各自で発表することが加わる。同 13-14 頁 
（4）「現代社会」の単元計画は、同 11 頁参照。 
（5）神奈川県立深沢高等学校シチズンシップ教育推進委員会「シチズンシップ教育実践研究（平成 21
年度報告）」5 頁及び 18-26 頁参照。 
（6）同上 5 頁 
（7）神奈川県立総合教育センター「＜高等学校＞かながわシチズンシップ教育ガイドブック（平成 23
年度研究）」平成 24 年 3 月 89 頁 





（11）同上 10-14 頁 
（12）同上 13 頁 
（13）同 31 頁 
（14）前掲注(7)89 頁 
（15）前掲注(1)14 頁及び 16 頁 
（16）同上 30-31 頁 














担ってきた。2005 年 6 月に神奈川県知事部局によって「若年層の政治参加の促進に関する研
究会」が設置され、同年 12 月に「若年層の政治参加の促進に関する提言」が出され、ここで
模擬投票を含めたシチズンシップ教育の必要性が強調される。県教委はこれを受け、2006 年
12 月に「シチズンシップ教育に関する研究会」を設置する。この研究会は 4 つの県立高校で構
成されたが、深沢高校はその 1 校として加わった（1）。 
また深沢高校は、2007 年年度から 2009 年度までの 3 年間、「学力向上推進及び特色ある県
立高校づくり推進事業」の一である「先進的教育活動」の中の「シチズンシップ教育の研究」




研究校 4 校の 1 校として 3 年間、シチズンシップ教育のカリキュラム開発に取り組んだ（2）。 









活性化を、そして 2009 年度には模擬裁判、高校生法律講座、租税教室などを行った。 
 
（2）「課題解決プログラム」の開発とその根拠 





























主体的に社会参加する人材育成という時代の要請も理由として挙げる。2006 年 12 月に改正
された教育基本法が第 2 条（教育の目標）第 3 号において「公共の精神に基づき、主体的に社
会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと」を求めていること、新学習指導要領































◇深沢高等学校の政治参加意識を高めるための「課題解決プログラム」の単元計画（全 7 時間） 
＊事前意識調査…政治や地域社会への関心度調査 
・第 1 時…………基礎的・基本的知識の習得（地方自治の仕組み、役割） 
・第 2 時…………基礎的・基本的知識の習得（条例の制定、議会の解散、首長・議員の解職請求権） 
＊中間意識調査…知識習得後の意識の変化調査 
・第 3 時…… 
……グループごとの学校周辺の課題調査（2 時間連続） 
・第 4 時…… 
・第 5 時…………発見した課題の整理、発表資料の作成 
・第 6 時…………発見した課題の整理、発表資料の作成 



























































































（1）その他の 3 校は模原高校、横浜平沼高校、相模原総合高校である。神奈川県立総合教育センタ 「ー＜
高等学校＞かながわシチズンシップ教育ガイドブック」平成 24 年 3 月 84 頁参照。 




究（平成 24 年度報告書）」2 頁 
（5）同上 4 頁 
（6）同上 5 頁 
（7）前掲注(3)30 頁 
（8）普川芳昭「高等学校におけるシチズンシップ教育の実践－身近な地域社会での課題解決に向けた取
組みを通して－」神奈川県立総合教育センター長期教育研究員研究報告 9 号 2011 年 61 頁 
（9）同上 62 頁 
（10）この単元計画は、前掲注(1)ｐ5-6 及び普川・前掲注(8) 61－66 頁を参照し筆者が作成したもので
ある。 
（11）前掲注(4)「平成 24 年度報告書」2 頁 
（12）同上 5 頁 
（13）同 6 頁 




年 4 月 22 日、神奈川県議会議員選挙と藤沢市議会議員選挙 2015 年 4 月、そして藤沢市長選挙が 2016
年 2 月に予定されている。参議院議員通常選挙と重なる時期もあるが、2016 年 7 月に予定される参議
院議員通常選挙を挟んで、2015 年の県知事・県議会議員・市議会議員選挙、そして 2016 年の市長選
挙が活用可能である。神奈川県知事選挙は 4 月 22 日、神奈川県議会議員と藤沢市議会議員選挙は 4
月 29 日の予定である。新年度間もない時期となり困難を伴うが、藤沢浜市長選挙の予定は 2 月半ば
であり模擬投票を十分実施できると考える。なお、東京都知事選挙に合わせた模擬投票として、東京
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 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 
参院 
（7 月） 
◎   ◎   ◎   ◎   ◎ 
知事・議会 
（4 月） 
●    ●    ●    ● 
市議会議員 
（4 月） 
○    ○    ○    ○ 
市長 
（2 月） 











（1）参加の 3 側面 
まず参加論について見ておこう。参加は、その対象領域から、社会参加活動、政治参加、行














































































































川崎市は、2000 年 12 月に「川崎市子どもの権利に関する条例」を制定し、翌年 4 月 1 日に
施行した（17）。1989 年に国連で採択され、1994 年に我が国も批准した「子どもの権利条約」（児




でも画期的なものとして話題になった（18）。1998 年 9 月、当時の高橋清川崎市長が「川崎市子
どもの権利条例検討委員会」を設置し、子どもの権利条例案の策定を諮問する。同委員会は、
ワーキンググループとして「子どもの権利調査研究委員会」を設置し、そのメンバーとして市











関する条例」（2006 年 10 月 1 日施行）である。 






願権を規定し、請願法がこれを具体化し、また 2005 年に制定された静岡市自治基本条例第 2
条（定義）の 1 項 1 号において「市民」について「市内に居住し、通学し、・・・」と規定し、













票条例を制定したが、2001 年 9 月 1 日に改正し、住民投票の有資格者として「年齢満 18 年以
上の日本国籍を有する者で、引き続き 3 月以上高浜市に住所を有する者」（第 8 条 1 項 1 号）








で学んでいる 18 歳以上であれば、まちづくりに参加する権利を保障するとしている。 
神奈川県大和市は、住民投票条例を制定し、大和市に住所を有することを条件に「年齢満 16













ため、投票できる有資格者を 15 歳以上の住民とした（24）。 
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